
狛江市固定資産評価審査委員会議事録（令和７年度第１回） 

 

 

１ 日 時  令和７年９月 18 日（木）午前 10 時～10 時 33 分 

２ 場 所  防災センター302 会議室 

３ 出 席 者   

委 員 長 秋谷 隆一郎 

職 務 代 理 者 江藤 恭之 

委    員 石川 慶一郎 

書    記 渡邊 麻莉子 

前田 寛樹 

４ 説 明 者  

課税課長          中川 昇永 

課税課固定資産税係長    田中 健太郎 

 

（開会 午前 10：00） 

 

【事務局】 

これより令和７年度第１回狛江市固定資産評価委員会を開催させていただ

きます。 

それでは、議題に入らせていただきます。議題１「委員長及び職務代理者

の選任」でございますが、今年度の委員長が選任されるまでの間は、事務局の

方で進行させていただきます。委員長につきましては、これまで３人の委員の

中で持ち回りにてお願いしておりまして、今年度は税理士の資格をお持ちの秋

谷委員にお願いさせていただきたいのですが、よろしいでしょうか。 

 

（賛同の声） 

 

【事務局】 

職務代理者につきましては、江藤委員にお願いしてもよろしいでしょうか 

 

（賛同の声） 

 

【事務局】 

 それでは、委員長を秋谷委員に、職務代理者を江藤委員にお願いし、今後の

議事進行は秋谷委員長にお願いしたいと思います。 

 

 



【委員長】 

ただいま、委員長に選任されました秋谷です。よろしくお願いいたします。 

それでは議題２「令和７年度固定資産課税台帳の縦覧結果」及び議題３「令

和７年度税制改正について」に進みたいと思います。担当課より説明をお願い

します。 

 

（課税課入室） 

 

【課税課長】 

課税課長の中川と申します。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

 

【課税課固定資産税係長】 

 課税課固定資産税係長の田中と申します。本日はどうぞよろしくお願いいた

します。 

 

【課税課長】 

本日はよろしくお願いします。 

まず、縦覧・閲覧つきましては、６月２日に縦覧・閲覧期間が終了しました

ので、その件数等をご報告します。また、審査申出につきましては、７月 28

日に申出期間が終了しましたが、件数は０件となっております。 

詳細につきましては、担当係長より説明いたします。また、主要な税制改正

事項につきましても併せてご説明いたします。 

 

【課税課固定資産税係長】 

まず、固定資産税の縦覧、閲覧、審査申出の件数についてご説明します。お

手元の資料の「固定資産税 縦覧・閲覧・審査申出件数」をご覧ください。 

令和７年度は６月２日に縦覧・閲覧期間が終了しました。縦覧の件数につき

ましては、土地が１件、家屋が０件の合計１件、縦覧者実人数は１人でした。

また、閲覧の件数につきましては、土地が 185 件、家屋が 139 件、償却資産が

３件の合計 327 件でした。閲覧者実人数は 150 人で、このうち借地・借家人の

閲覧は１件でした。縦覧につきましては、ここ数年は１人～３人程度ですので、

特筆して多くも少なくもありません。また、閲覧につきましても、前年並みと

なっております。審査申出につきましては、前年度と同様で令和７年度の審査

申出件数は０件となっております。 

続きまして、令和７年度の固定資産税・都市計画税の傾向について、ご説明

します。資料下段の参考をご覧ください。 

土地につきましては、負担水準（前年度の課税標準額が今年度の評価額に対

してどの程度の水準か示すもの）の上昇に伴う増となっております。家屋につ

きましては、新築家屋の増及び新築軽減終了により増となっております。 



なお、大規模マンション取壊しによる減とは、多摩川住宅建替えによるもの

となります。 

最後に、令和７年度の税制改正について、ご説明します。資料の「令和７年

度主な税制改正（市税条例）」をご覧ください。 

令和７年度の地方税法の一部を改正する法律につきましては、令和７年３月

31 日に公布され、同年４月１日から施行されました。資料に沿ってご説明し

ます。 

 固定資産税の減額適用を受けようとする者がすべき申告の見直しに関する

ものです。大規模修繕等が行われたマンションに係る固定資産税の減額措置に

ついて、当該措置に係る申告書の提出が区分所有者から無かった場合において

も、マンションの管理の適正化の推進に関する法律に規定する管理組合の管理

者等から必要書類が提出され、かつ、当該マンションが当該減額措置の要件に

該当すると認められるときは、当該減額措置を適用できることとする規定を新

設するものでございます。 

以上、雑駁ではございますが、説明となります。 

 

【委員長】 

 以上の御説明内容について、質問等はありますか。 

 

【委員】 

 大規模修繕等が行われたマンションに係る固定資産税の減額措置について

の概要を教えていただけますか。 

 

【課税課固定資産税係長】 

 築年数や戸数に応じて、適性に大規模修繕が行われていると自治体に認定さ

れたマンションについては固定資産税の減額を受けることができるという制

度でございます。 

 

【委員長】 

他に質問等はありますか。 

ないようなので、令和７年度固定資産課税台帳の縦覧結果及び令和７年度税

制改正についてはこれで終了とします。ありがとうございました。 

 

（課税課退室） 

 

【委員長】 

 続きまして、議題４「狛江市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する

条例（案）及び狛江市固定資産評価審査委員会規程の一部を改正する規程（案）

について」、事務局から説明をお願いします。 



 

【事務局】 

 まず資料３-１と３-２をご覧ください。 

 令和７年１月 24 日付け「固定資産評価審査委員会に対する審査申出等のオ

ンライン化について」が発出され、この技術的助言に基づきオンライン化の手

続をどのように行っていくかを条例や規程に盛り込んでいくことが必要であ

り、本日は、事務局で案をお示ししますので、これについてご検討いただきた

いと考えております。 

 最初に技術的助言の内容について、簡単にご説明します。 

 まず、審査申出の手続については、eLTAX の手続は使わないということです。

理由は、eLTAX は市長に対する申告の手続用のシステムであり、長とは独立し

た執行機関である固定資産評価審査委員会への審査申出に使うことはできな

いからです。 

 そうなりますと、オンライン化の手続については、公的個人認証等を使用し

たオンラインシステムや電子認証電子メールを用いた方法が考えられます。ま

た、技術的助言上、固定資産評価審査委員会の指定する方法により審査申出人

を確認するための措置を講ずる場合は電子署名及び電子証明書は不要とされ

ています。 

 現状狛江市では個人認証を利用する独自ツールは用いていないことから、固

定資産評価審査委員会の指定する方法を条例や規程に固定資産評価審査委員

会の指定する方法として定めることにより、手続のオンライン化に対応したい

と考えております。 

 固定資産評価審査委員会の指定する方法の例として、技術的助言では、メー

ル本文等に審査申出書の記載事項とともに、納税通知書に記載された通知書番

号又は整理番号等の記載を求めることで、これを市長に照会することにより本

人確認を行うことが示されていますので、狛江市においては、この方法を採用

してはどうかと考えております。 

 それでは、具体的に条例と規程の定め方について、ご説明させていただきま

す。資料４及び資料５をご覧ください。 

 条例において、審査申出を電子情報処理組織で行える旨を追加します。これ

について、具体的な内容は、固定資産評価審査委員会が指定する方法によるこ

とを明示します。 

 次に規程において、第７条第２項として、条例第 15 条第２項に規定する委

員会の指定する方法とは、審査申出人の本人確認を行うため、メール本文に納

税通知書の通知書番号又は整理番号の記載を求めるものとする旨を追加しま

す。 

また、技術的助言において、オンラインで審査申出を行った者に対する固定

資産評価審査委員会からの通知をオンラインで行える場合としては、審査申出

人からオンラインで通知等を受け取る旨の意思表示を必要としていることか



ら、その部分の手続はオンライン通知要求書によることを条例及び規程におい

て規定しております。 

本日この条例及び規程の案で皆様に御了承いただけましたら、次の第４回定

例会に条例案は上程させていただきたいと考えております。 

以上、雑駁ではございますが、説明は以上となります。 

 

【委員長】 

 何かご質問がありましたら、お願いします。 

 

【委員】 

 狛江市では審査申出も特にないですし、オンライン化する必要性はあるのか

疑問です。東京都や他市の状況はいかがですか。 

 

【事務局】 

 オンライン化については、固定資産評価委員会への審査申出だけに限った話

ではなく、国のアナログ規制の緩和の一環として、例えばこれまで紙で行って

いた告示や許認可の際の立会いによる目視等を ICT ツールを用いた手続に移

行することで、利便性の向上をすることが目的として進められているものです。 

 狛江市においても技術的助言に基づき、令和７年度末までにオンライン化を

進めるようにとの国の方針に沿って、オンライン化を進めたいと考えておりま

す。 

 東京都や他市の状況としては、皆様現在検討を進めているところであり、ど

のような方法を取るのか決定された状態にはなく、把握はできていませんが、

東京都は固定資産評価審査委員会への審査申出以外の手続について、オンライ

ン化が進んでいますので、この件に関してもオンライン化を進めると考えられ

ます。 

 

【委員】 

 紙でもこれまでどおり申出は受けるのでしょうか。 

 

【事務局】 

 そのとおりです。 

 

【委員長】 

 いかがでしょうか。では、この件に関しては、提示された案のとおり行って

いく方向でよろしいですか。 

 

（一同賛同） 

 



 では、そのようにさせていただきます。 

 続いて、議題５「その他」について、事務局より説明をお願いします。 

 

【事務局】 

 まず１つ目となりますが、地方自治法の一部改正による「サイバーセキュリ

ティを確保するための方針」の策定についてです。 

 従来より自治体においては、情報資産を守るための基本的なルールと枠組み

を定めた情報セキュリティポリシーを総務省が示すガイドラインに基づき策

定しておりました。これに該当する狛江市のものが、狛江市情報セキュリティ

基本方針です。 

 これとは別に、令和７年５月の地方自治法の一部改正により、令和８年４月

１日から地方自治法の追加された第 244 条の６第１項及び第２項に基づき、議

会、長、各行政委員会においても管理する情報システムの利用に当ってのサイ

バーセキュリティを確保するため、サイバーセキュリティを確保するための方

針を策定することが義務付けられました。このサイバーセキュリティを確保す

る方針と先ほど申し上げた情報セキュリティポリシーは内容が重複するとこ

ろが多いため、情報セキュリティポリシーを自治法上のサイバーセキュリティ

を確保する方針とすることが認められています。 

 固定資産評価審査委員会は行政委員会の１つであるため、自治法上のサイバ

ーセキュリティを確保するための方針の策定が必要であるところ、狛江市の情

報セキュリティ基本方針を狛江市固定資産評価審査委員会のサイバーセキュ

リティを確保するための方針とするのはいかがかと考えておりますが、内容的

に問題ないでしょうか。 

 

【委員長】 

 今の説明について、何かご質問がありましたら、お願いします。 

 

【委員】 

 これは、市の方で策定している情報セキュリティ基本方針を、固定資産評価

審査委員会のサイバーセキュリティを確保するための方針としたいというこ

とでよろしいでしょうか。 

 

【事務局】 

 おっしゃるとおりです。固定資産評価審査委員会の事務ですが、書記である

市職員がメール等により申出を受けて、市の PC、市の回線により事務を進め

ることになりまして、委員である皆様には紙で資料を配布してご検討いただく

ため、方針でカバーすべき対象となる事務は、市の事務を行う場合と同じ状況

となります。このため、市の方針を準用したいと考えております。 

 



【委員】 

 市の方針の方に、行政委員会を対象とする旨も記載されていますので、これ

でよろしいのではないでしょうか。 

 

【委員長】 

 他にありますか。それでは、固定資産評価審査委員会のサイバーセキュリテ

ィを確保するための方針については、市の情報セキュリティ基本方針を準用す

る形とさせていただきます。 

 では他にありますか。 

 

【事務局】 

今年度の定期協議会についてですが、今年度は 10 月 30 日木曜日に午後２時

から午後４時半まで、場所は国分寺市立いずみホールＡホールにて定期協議会

が開催予定です。ご出席いただく２名の委員の方は、10 分前にはＡホール専

用入口前にいらっしゃって下さい。 

よろしくお願いします。 

 

【委員長】 

 それでは、本日の議題は全て終了しましたので、閉会します。ありがとうご

ざいました。 

 

（閉会 午前 10：33） 

 

 


